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障害者放送協議会

放送通信バリアフリー委員会　提案
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　委員　高岡　

　総務省の「デジタル放送時代の視聴覚障害者向け放送に関する研究会」に対する取組み

Ⅰ．提案骨子　

　障害者放送協議会として、総務省の研究会に対して、障害者団体側の要望を取りまとめて、提案する。
Ⅱ．要望内容（案）

１.放送法による義務付け

　すべての国民が放送にアクセスする権利を明記し、字幕放送、手話放送、解説放送等を実施することを義務づける。

　字幕放送は、キー局は過去の実績や資金もあり、字幕放送の実施時間を公表することで目標を達成しつつあるが、地方局や衛星放送などはそれでは無理。解説放送、手話放送も目標と実施状況の公表だけでは進まない。きちんと義務付けなければ普及しない。

　国連の障害者権利条約もあり、国内の障害者差別禁止法制定の議論もあり、合理的配慮の範囲内で実施を義務付ける。新交通、建築物バリアフリー法が改正されたが違反した場合の罰則の規程がある。
　※事務局に　放送法の目的や障害者関係の法律で「努力義務」を課した部分を資料に。

　　資料：5-2-1、5-2-2、5-2-3、5-2-4、5-2-5、5-2-6
２.障害者当事者が加わった放送バリアフリー推進の協議会の設置

　障害者当事者、放送事業者、テレビメーカー等からなる放送バリアフリーに関する諸問題を協議する恒常的機関を設ける。

　情報通信アクセス協議会は、同じ総務省の管轄で情報通信ネットワーク産業協会CIAJを事務局に、通信事業者、通信機器メーカー、利用者団体で構成され、情報バリアフリーや通信機器のJIS制定など取り組んで来た。

　※事務局に　情報通信アクセス協議会のWEBから資料になるものを。
　　資料：5-3
３.官民一体の取り組みの仕組み
　放送事業者、テレビメーカー等が個々に取り組むのではなく、一体になって、取り組む仕組みを構築する必要がある。

　地上波デジタル放送は、放送のバリアフリー推進にも目的があるはずだ。国の開発助成金の有効活用からも必要ではないか。

※事務局に　TAOの字幕自動制作システムの報告概要を資料に
　　資料：5-4-1、5-4-2
４．障害者向け放送を実施している事業者への支援

　ＣＳ障害者放送統一機構「目で聴くテレビ」や日本福祉放送への支援を求める。

５．通信と放送の融合に対する要望

　インターネットによる映像配信が普及しつつある。これから光ファイバーの普及も進むので、このコンテンツに対するアクセスの保障が必要です。
　

Ⅲ．要望の背景

放送法の改正問題が、一番の問題になりそうです。総務省は、字幕放送の普及は目標を掲げ、実施状況を社名で公表することによって、進んできたので、解説放送、手話放送も同じ方法（スキーム）で進むと考えています。

放送法では、「努力義務」課せられており、現状を変えるために法改正がいるが現在のところスキームが有効に働いているので、義務づけ不要（努力義務でよい）という考えです。ガイドラインの設定は字幕放送のほか、手話放送、解説放送を対象に検討をする方向ですが、ガイドラインで目標を掲げるかどうかは、今後の協議による考えらしいです。アメリカは解説放送、手話放送に目標がないと話していたからです。

どうやって、放送へのアクセスを保障する義務を放送業界に課すことが出来るか。

放送バリアフリー協議会の設置は電波産業界ＡＲＩＢがあると言っていましたから、要望次第ではと受け止めたのですが、継続的に放送業界を関われる場が必要です。
旧通信機構TAOの字幕自動制作システムは5年間、12億円を投資して、開発されたものですが、11社が購入したとのこと。
　総務省は来年１月から無線LANの周波数帯を４倍に拡大する方針です。地上波デジタルの受信できる携帯電話の普及と合わせ、インターネットによるコンテンツの配信が普及することは間違いないですが、これに対する取組みが不可欠です。アメリカでは、WGBHのメディアアクセスセンターがWEBのビデオコンテンツに字幕を配信する技術を提供している。総務省の通信政策課の高田課長補佐は管轄外と考えているようです。
【利用者の視点から要望】（全難聴）
●現在のアナログテレビで字幕を見るデコーダーの給付制度

●地上波放送テレビを年金生活者など低収入者にも購入できる制度

●操作の簡単なテレビ、リモコンの開発

●画面外の字幕、字幕の色、大きさ、位置など選択できる機能

●文字量が多すぎない、読みやすい字幕

●手話放送と字幕と併用できる機能

●映像と音声を遅らせて、生放送の字幕と同期できる機能

●その他
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